
南アジア

成長可能性の裏にある開発課題
南アジア地域は、東南アジアと中東、

アフリカをつなぐ地政学的な要衝です。
約20億人もの人口を有し、うち25歳未
満が約半数※1を占めています。2023年
の経済成長率は地域全体で5.7％※2と前
年比でわずかに鈍化しましたが、消費・
労働市場の拡大が著しく、若い力による
成長の可能性を持つ地域です。
　一方、南アジアは絶対的貧困人口1.9

億人※3を抱え、世界でも特にジェンダー
ギャップが大きく、また洪水などの気候
変動による自然災害に脆弱な地域です。

幅広い協力を展開
南アジアを取り巻く開発課題への対応
と強靱な社会システムの構築に向け、
JICAはインフラ整備、貿易・投資環境整
備、保健医療や教育の改善、平和と安全
への取り組み、域内・他地域とのつながり
の強化、留学生受入れや人材育成などの
幅広い分野で事業を実施しています。ま

た、協力全体を通じて気候変動対策や
ジェンダー主流化、DX実現に今後も一
層、積極的に取り組んでいきます。
インドやバングラデシュでは、都市鉄
道や都市間をつなぐ鉄道の建設支援を
通じて、運輸交通の改善とともに公共交
通機関への輸送手段の転換による温室
効果ガス削減に貢献しています。2023

年度には、バングラデシュでダッカメト
ロ6号線の南区間が開業しました。また、
パキスタンでは産業競争力の向上を目指
し、現地ICT人材と日本企業の連携を開
始しました。さらにスリランカでは経済
危機に対応するため、公共投資管理の
強化や電力セクター改革、政策づくりや
制度改善のための人材育成などを通じ
て、同国政府の債務再編に向けた取り組
みに協力しました。アフガニスタンでは、
2021年8月のタリバーンによるカブー
ル制圧以降、日本政府の方針を踏まえ、
国際機関などと連携し、幅広い人道ニー
ズに対する支援を継続しています。

ダッカ市内を走るメトロ6号線。
緑と赤色の車両が街を彩る

地域別概況

※1   United Nations, “World Population Prospects 2023”のデータを基に算出。  ※2   World Bank, “Global Economic Prospects, January 2024”  
※3   World Bank, “Poverty & Inequality Indicators”のデータを基に算出。
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2023年度
事業規模合計

1兆2,002.40億円

地域事業規模

177.17億円

1兆1,660.02億円

165.21億円

（注1）JICAの事業規模とは、2023年度に
おける技術協力（研修員＋専門家＋調
査団＋機材供与＋青年海外協力隊／
海外協力隊＋その他海外協力隊＋その
他経費）、有償資金協力（承諾額）、無
償資金協力（新規G/A締結額）の総額。

（注2）複数国・地域にまたがるもの、および
国際機関に対する協力実績を除く。

（注3）四捨五入の関係上、合計が一致しな
いことがあります。

技術協力

有償資金協力

無償資金協力
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テランガナ州政府が実施した地域課題解決に向けた地方発イノベーションのイベント
［写真：Telangana State Innovation Cell］

インド テランガナ州における起業・イノベーション促進事業

Global Agenda 04    民間セクター開発

州政府の起業・イノベーション支援に残る課題
　インドでは、人口増加に伴い労働人口が増えるなか
で、雇用の創出が国の最重要課題の一つとなっていま
す。インドの南東部に位置するテランガナ州は、州都ハ
イデラバードに多数の大手 IT企業が集まり急速な経済
成長を遂げ、州政府の支援により起業も増える一方で、
若年層や女性だけでなく高学歴層も失業率が高いこと
や州内の経済的な格差などが社会課題となっています。
　州政府は、これら課題の解決に向けた起業支援と中
小零細企業振興を中心にさまざまな取り組みを行って
います。例えば、インド最大級のインキュベーション施
設「T-Hub」やイノベーション政策推進機関「TSIC」な
どを設立した結果、これまでに数多くのスタートアップ
企業が誕生しました。しかし、支援施設の不足や起業
家への資金供給の不足に伴い、地方部や女性にまで支
援が行き届かないといった課題が残されています。

円借款で持続的な産業発展に協力
これらの課題の解決に向け、JICAとインド政府は、テ
ランガナ州で起業とイノベーションを促進する円借款事
業の実施を2024年2月に合意。州政府系の各機関を通
じて、事業活動資金の支援、活動拠点の整備を行う予定

です。また、若者や女性、地域住民など幅広い層を対象
とする啓発・教育プログラムを実施し、イノベーション人
材の創出を後押しします。加えて、社会課題の解決を目
指す事業者に対して事業への助言、パートナーマッチン
グなどさまざまな支援を行うとともに、この中で日本企
業支援に特化したプログラムも実施する計画です。
　円借款による起業支援は、JICAでは過去に例があり
ません。この事業が、テランガナ州で持続的な産業発
展を図ると同時に、日本とテランガナ州の懸け橋となる
ことが期待されています。

起業支援を通じて社会課題を解決

JICAの協力は力強い後押しです

テランガナ州は、新しいビジネスを起こそ
うという機運が高い一方で、基礎的イン
フラや助言体制、市場参入支援などが不
足しています。プロジェクトは始まったば
かりですが、JICAの協力は、州政府が進
めてきたイノベーション支援の力強い後
押しになると感じています。

若者や女性を含む地域住民を対象に起業支援プログラムを実施する予定（写真は過
去の同様プログラム）　［写真：WE Hub］

テランガナ州イノベーション政策推進機関
プラナイ・クマールさん

事例
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